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第22回公物管理等分科会議事次第 
 

 

                          日  時：平成26年５月１日（木）14：23～15：56 

                          場  所：永田町合同庁舎１階 第１共用会議室 

 

 

 

１．開 会 

 

２．議 事 

 （１）別表フォローアップに関する対応について 

   ○ 防衛省・自衛隊の事務用品調達業務（防衛省） 

   ○ 国際出願に関する書面等のデータエントリー業務一式（特許庁） 

   ○ 書面による手続のデータエントリー業務一式（特許庁） 

 

３．閉 会 
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○北川主査 それでは、ただいまから「第22回公物管理等分科会」を開催いたします。 

 本日は、公共サービス改革基本方針別表に記載された事項に関する対応について、防衛

省の「防衛省・自衛隊の事務用品調達業務」及び経済産業省・特許庁の「国際出願に関す

る書面等のデータエントリー業務」及び「書面による手続のデータエントリー業務」につ

いて審議を行います。 

 なお、本日は審議案件が入札監理小委員会と関連することから、石堂委員にも御出席を

いただいております。 

 初めに、防衛省の「防衛省・自衛隊の事務用品調達業務」につきまして、審議を行いま

す。本日は、防衛省経理装備局、伊藤局長に御出席をいただいておりますので、前回のヒ

アリングを踏まえた別表フォローアップに関する対応について御説明をお願いしたいと思

います。なお、御説明は10分程度でお願いをいたしたいと思います。 

 それでは、よろしくお願いします。 

○伊藤局長 防衛省経理装備局長の伊藤でございます。 

 本日、御説明いたします「防衛省・自衛隊の事務用品調達業務」につきましては、去る

１月30日に開催されました第18回「公物管理等分科会」におきましても御審議いただきま

して、今回また御説明をさせていただく機会をいただきましたことを感謝いたします。 

 それでは、恐縮ですが、艦船武器課の内藤需品室長から個別説明をさせていただきたい

と思います。 

○内藤室長 それでは、私のほうから説明させていただきます。 

 目次を見ていただきまして、本日はこの２枚目の目次に沿って各担当のほうからいろい

ろ説明させていただきます。 

 まず２ページ目をお開きください。 

 「地域コミュニティーとの連携」と書いたパワーポイントの資料になりますけれども、

昨年末に閣議決定された大綱及び中期防におきまして、地元調達を推進することとされて

います。これについて現状の検討状況について説明させていただきます。 

 「検討の方向性」としましては、一番上に書いてありますように、駐屯地・基地を安定

的に運営する上で地域との調和を図る必要があるということで、そのためには地元中小企

業に配慮した調達の方策について検討する必要がありますよということになっています。 

 これまでも地元企業に配慮した調達は行ってきました。例えば真ん中に書いてあります

ように、給食食材の調達においては、公共調達の適正化であるとか調達の効率化、予算上

の制約といった中で、地産地消、風評被害対策であるとか、その下に書いてあります中小

企業対策などに配慮して、駐屯地・基地等に品目ごと、１カ月単位での小規模な調達を一

般競争入札により実施しているという状況です。食材調達については、ここに例で示しま

すように、地産地消とか風評被害対策といった配慮をすることが可能ですけれども、逆に

食材調達以外については、ツールとしては一番下に書いてあります官公需法に基づく中小

企業対策しかないため、中期防に中小企業者に関する国等の契約の方針を踏まえ、効率性
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にも配慮しつつ、地元中小企業の受注機会の確保を図るなど、地元経済に寄与する各種施

策を推進すると記述しています。 

 次に、３ページ目を開いてください。 

 今、説明しました官公需法に基づく国等の契約の方針の措置について、これは当然これ

までも取り組んでいるのですけれども、今回、地元調達の観点から検討するということで

すので、特に防衛省として取り組みに配慮したらいいのではないか、こういうことを配慮

すべきではないかということを整理したものになります。特に赤字で書かれた部分につい

て創意工夫して、効率性にも配慮しつつ、実施する方向で検討を今進めているところにな

ります。 

 いろいろ書いてありますけれども、要約しますと、まとめ過ぎているものは分離分割し

て、同一資格等級区分の者、例えばＤ等級であればＤ等級のみで一般競争することによっ

て、地元中小企業の受注機会を確保できるのではないかと考えています。 

 続いて、今度は陸上自衛隊のほうから説明していただきます。 

○山根課長 それでは、陸上自衛隊の検討内容につきまして説明をいたします。 

 ５ページ目をお開きください。 

 「陸上自衛隊における事務用品調達業務の現状」でございますけれども、左側の図のと

ころに書いてございますとおり、陸上自衛隊は消耗品を各駐屯地ごと、そして、什器につ

いては各補給処といったところで調達をしてございます。これにつきましては、需給統制

区分というものを我々は持っておりまして、余りにも小さいものは、中央でまとめて調達

するよりもそれぞれの地方地方でやったほうがいいだろうということで、大きく４段階に

区分をして我々は持っております。したがいまして、消耗品については各駐屯地ごとにや

ると定めておりますので、このような形になっているところであります。 

 「調達の現状」につきましては、右上に書いてあるとおりでございます。 

 その下、「陸自の調達・契約の特性」でありますけれども、先ほど申し上げましたとお

り、事務用消耗品につきましては駐屯地ごとに契約等を行っておりますので、今、陸上自

衛隊は全国に160カ所の駐屯地を持ってございます。その中で契約単位、契約をする機能を

持っておりますのは138カ所で、右の図にありますとおり、駐屯地の中にはいろいろな部隊

がございます。それぞれの部隊のニーズを、会計隊といったところが契約担当官となって

事務用消耗品の契約を行っていくという形になってございます。 

 自衛隊、160カ所ございますと、大きな駐屯地から非常に小さな駐屯地までさまざまござ

いまして、この会計隊の規模、駐屯地の規模、契約の額、これについては駐屯地によって

ばらばらになっているという特性がございます。 

 その下、「分任物品管理官の調達要求の特性」と書いてありますけれども、この分任物

品管理官と申しますのは、それぞれの部隊の長です。それぞれの調達をやる責任を持って

いる部隊の長が、時には運用ニーズに柔軟に対応するように随時に調達等も行っていると

いった特性もございます。 
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 そして、３番目の会計隊のところでございますけれども、会計隊も基本的には計画に基

づいてやるのですが、運用上の緊急のニーズに迅速に対応していただいているというとこ

ろが現状でございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 こちらが事務用品の調達の実績でございます。 

 一般競争入札、随契、その件数については年間約１万4,000件、138カ所でやっておりま

すので、１個駐屯地当たりおおむね100件といった件数がございます。それから、消耗品、

什器ともに100％落札の件数、１者応札の割合は少なく、一般競争入札においては比較的競

争性が働いている状況でございます。他方で、少額随契の件数が約７割といったところが

ございまして、これは駐屯地に分散をしてやっている影響もございますけれども、客観的

に見て割合は高いという実績でございます。 

 続きまして、７ページをお開きください。 

 「陸上自衛隊における導入検討状況」でございますけれども、空自の成果を踏まえまし

て、空自の契約が年１回で非常に効率化された契約の業務を行っていらっしゃるところ、

我々は１個の駐屯地で100件を超える件数を持っておりますので、そういったところについ

ては、やはり隊員の負担軽減といったようなところから、これを努めて年度一括契約（一

般競争入札）化することによりまして、年間契約数をぜひ削減していきたいと考えており

ます。これによりまして、先ほど申し上げました細切れになっている部分をどんどん集約

していきまして、一般競争入札の割合を高めていく。相対的に少額随契の件数を減少させ

て、さらなる価格低減効果も期待したいと考えているところでございます。 

 したがいまして、その下の取り組みでありますけれども、まず右側のところに書いてご

ざいますとおり、所要を取りまとめまして、なるべく一括調達、年度一括もしくは期に１

回調達といったようなところについて実施をしていきたいと考えているところでございま

す。他方で、下のほうに書いてございますとおり、先ほど省としての方向性の中で分離分

割発注によります中小企業への受注機会確保といったところがございましたので、こうい

ったところに留意をしながら、過度にまとめ過ぎて何でもかんでも入れるのではなくて、

例えばグループ別に分けて発注するといったようなところで工夫をしていきたいと思って

おります。 

 最後に８ページ目ですけれども、今後の改善策というところで、まず消耗品リスト。こ

れは駐屯地に、このリストでやりなさいといったようなところを普及しまして、一括契約

を進めていきたい。そういったところにつきまして、26年度中に概定しまして、26年度の

３月には態勢を完了しまして、その下の消耗品の一括契約をどんどん進めていきたいと考

えております。逐次委員会のほうには報告を予定しております。27年度にはまとめまして、

成果分析を予定しているところでございます。 

 陸上自衛隊については以上であります。 

○門口課長 続きまして、海上自衛隊の検討内容について説明させていただきます。 
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 10ページをお願いいたします。 

 こちらが「海上自衛隊における事務用品調達業務の現状」でございます。 

 海上自衛隊では、事務用消耗品、什器とも、各総監部等の27カ所の地域ブロック単位に

集約して契約しております。調達に際しましては、所要を年度一括または四半期ごとに契

約することを原則としておりまして、護衛艦等が所在する各総監部におきましては造修補

給所という部隊が、航空機を運用する基地では整備補給隊が各ブロックの在籍艦艇やシス

テム通信隊、警備隊等の複数の陸上部隊の所要を取りまとめて調達要求を実施しておりま

す。各ブロックにおきましては、年度計画等に基づいて取りまとめた要求を基本としてお

りますが、それ以外の要求にも必要性を認めて契約する場合もございまして、結果的に少

額随契となっている場合もございます。 

 11ページをお願いいたします。 

 次に、海上自衛隊の過去３年間の調達実績でございますが、事務用品の契約につきまし

ては、海上自衛隊の場合、年間約3,500件ほどございます。そのうち件数ベースで約７割が

少額随契となっているのが実態でございます。また、落札率を見ますと、落札率100％の件

数は約１割、１者応札の割合も減少傾向でありまして、これも陸上自衛隊と同じように、

一般競争入札におきましては比較的競争性が働いているといった状況だと考えております。

これらから、少額随意契約につきまして、さらに分析を進める必要があると現時点では考

えております。 

 12ページをお願いいたします。 

 次に、航空自衛隊の民間競争入札結果をもとに実施した導入検討状況でございますが、

航空自衛隊で見られた一元化による単価低減効果については、海上自衛隊では既に一定の

ブロック化を行っておりまして、空自と同一品目で比較した調達単価に大きな差が見られ

なかったことを考慮いたしますと、効果は限定的だと考えております。また、それぞれの

ブロックにおいて調達要求担当部隊が代表的品目をリスト化しておりまして、このリスト

に基づいて調達をしていることから、空自と同様のカタログ調達導入に伴う各部隊の労力

低減効果は、こちらも限定的であると考えております。 

 13ページをごらんください。 

 最後に、今後の改善策について申し上げます。 

 海上自衛隊としては、現行の27カ所のブロック単位で取りまとめた調達が部隊運用上の

規模としては現状適切と判断しております。さきに申し上げましたとおり、少額随契の割

合が約７割と多い現状に鑑み、その原因分析を進めまして、より取りまとめた調達の実施

等により、一般競争を推進したいと考えております。 

 今後、既存の取りまとめリストを分析し、リストへの品目追加等による一般競争化した

調達を推進するための準備を進めてまいります。なお、取りまとめ実施に当たりましては、

要求内容を精査し、品目グループ別に分離分割するなど競争性を確保することに留意して

まいります。また、同一資格等級等の者による競争を実施することにより、効率性に配慮
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しつつ、原則として一般競争入札を推進いたしますが、事情により少額随契を行う場合は、

理由の具体化を図るとともに、地元中小企業を含む複数企業から見積もりをいただきまし

て、地元企業の受注機会の確保のみならず、透明性と経済性を両立できるような取り組み

をしていきたいと考えております。 

 今年度につきましては、今後の改善策の具体化に向けた準備を実施し、27年度に改善策

を実施、以後、成果分析に基づく改善の継続実施を予定しております。 

 以上で海上自衛隊における検討内容についての説明を終わります。 

○田實室長 続いて、航空自衛隊でございます。 

 15ページをごらんください。 

 航空自衛隊につきましては、引き続き、民間競争入札を継続して実施してまいります。

ただし、継続するに当たりまして、見直しを図るべき点が２点あると考えております。 

 １点目は、競争性の確保でございます。 

 入札参加者につきまして、応札業者でございますが、右の表のとおりの推移でございま

して、決して多いという状況ではございません。このため今後の対応といたしまして、事

務用品取り扱い企業への声がけ、また、入札説明資料を受領には来たけれども応札に至ら

なかった企業等、こちらからのヒアリング等を繰り返すことによりまして、実施要項の見

直しを図っていき、応札者の拡大を図るということを実施したいと考えております。 

 ２点目は、経済性の確保でございます。 

 経費総額で比較した場合、民間競争入札導入以前よりは大幅に低減しているのですが、

個々の品目を見ますと、陸自、海自の平均単価と比較しまして、我々のほうが一部高価な

品目がございます。こういったものにつきまして、まとめ買いの効果等を検証しまして、

規格ですとか対象品目を見直すことが継続的に必要であると考えております。 

 航空自衛隊は、以上の２点を継続して見直しを図っていく形で進めてまいります。 

 以上であります。 

○北川主査 ありがとうございました。 

 以上でよろしゅうございますか。 

○内藤室長 最後にまとめという形で17ページをごらんください。 

 陸上自衛隊と海上自衛隊の検討内容について、当方でまとめたものになります。 

 基本的には少額随契としているものを一括契約することにより、一般競争入札化を推進

して少額随契の減少を図ります。なお、陸上自衛隊から説明がありましたように、少額随

契だけではなく、一般競争入札を行っていたものも取りまとめられるということで、契約

件数が減って業務の効率化につながるとともに、価格低減効果も期待されると考えていま

す。契約をまとめる際には、ただ単に契約を大くくりにするのではなくて、商品を種類ご

とにグループ分けして、グループ別に発注をまとめることによって発注量の増加と競争性

の確保に留意する。あと、大綱、中期防にありますように、地元中小企業の受注機会を確

保するということで、同一資格等級区分の者による競争を実施するというように考えてい
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ます。 

 陸自及び海自の取り組みについては、先ほど説明があったとおりですが、それぞれ策定

しているスケジュールに基づいて改善策を実施して、その結果を監理委員会のほうに報告

する予定にしています。 

 以上で説明を終わらせていただきます。 

○北川主査 よろしいですね。どうも御説明をありがとうございました。 

 それでは、委員の皆さんから、ただいまの御説明に対しましての御意見とか御質問を頂

戴いたしたいと思いますので、どうぞよろしくお願いします。 

 では、よろしくお願いします。 

○宮崎専門委員 御説明ありがとうございました。 

 確認も含めて御質問させていただければと思います。 

 資料１－１の８ページに「陸上自衛隊における今後の改善策」という記載がありまして、

その中で「事務用消耗品の一括契約」に関しては「少額随契時の記録・分析」を行うとい

う記載があります。他方で、13ページの「海上自衛隊における今後の改善策」というとこ

ろで「少額随契の一般競争化推進」に同様に「少額随契時の理由具体化」とありまして、

それぞれが記載している内容としては、少額随契の理由を明確に記録していく、理由を明

確にしていくと。今後改善に向けていく上では、まず現状がどうなっているかということ

をしっかり把握していただくことが重要だと思っておりまして、なぜ少額随契になってい

るのかという理由の把握をぜひお願いしたいなと思っているところですが、８ページの陸

上自衛隊の記録・分析というのは、理由を具体化していくという意味を含んでいるのかと

いうことを確認させてください。 

○北川主査 では、お願いします。 

○山根課長 今、委員御指摘のとおりでございまして、我々も大づかみでは大体つかんで

おるのですけれども、では本当に末端の部隊がなぜそれをやっているのかといったような

ところについては、詳細な把握が必要であろうと思っております。特に小さい駐屯地があ

りまして、そこは非常に額が小さいものですから、そういったところは随契の割合が多い。

もしくは運用される部隊が非常にございまして、そこのところも臨時のニーズがあります

ので、どうしても随契が多いといったような大づかみのところはあるのですけれども、そ

れ以外の細部のところについては、この中で把握をしていきたいと思っております。 

○宮崎専門委員 ぜひよろしくお願いいたします。 

○北川主査 よろしいですか。 

 どうぞ、お願いします。 

○石堂委員 同じような話ですけれども、少額随契というのは一定のルールで、これ以下

は随契でいいですよと言っているものの見方として、これは随契でいいのだという感じで

これまで来られたのではないかなという気がします。逆に言うと、臨時でどうしようもな

いもの以外は全て基本は入札なのだというように発想を転換することが必要なのではない
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かなと。もちろん手間がかかる部分もあると思いますけれども。 

 ここで、陸自さんも海自さんも少額随契の件数を減らすという方向性を向いているのは

よくわかったのですけれども、これはいわば年度を切ったときに、何年度くらいまでには

どのくらいまでに落とすという数値目標を掲げてやっていくべきだと思うのです。 

 そのときに、先ほどの委員からの話にもありましたけれども、要するにどうして随契に

なっているかという原因の究明がどうしても必要です。その中で、これは転換できるので

はないかというものの上に、それを実施すれば、例えば27年度末くらいまでにはこのくら

いの件数まで持っていけるのではないかとか、そういう数値目標を持っていかないと、余

り全体としては変わらない結果になるのではないかなという気がしますので、数値目標を

掲げてやっていくように努力していただきたいというのが１点です。 

 もう一つ、地域への配慮というのが出てくるのですが、これは大綱に書かれてしまった

以上はしようがないのかなという気はしますけれども、実は地域への配慮と価格をなるべ

く下げようということは必ずしも一致しない可能性があります。特にほかの省庁でも、地

元企業への配慮というのはところどころ出てくるのですけれども、自衛隊さんの場合には、

いわゆる基地対策といいますか、基地に対する理解あるいは協力を得るという目的がどう

もあるのかなという気がするのです。ところが、基地周辺対策とかは防衛省さんの予算の

中でまた別途にどっと持っているわけですね。そうすると、調達の機会を通じても、また

地元の基地への理解協力を得るために地域の産業に発注を出そうということなのか、それ

とも、そうではなくて、ほかの省庁と同じレベルで、やはり地元とちゃんとやっていこう

ではないかと。その性格の違いがあるのか、ほかの基地対策と一緒なのか、どんな捉え方

をしているのかなというのをお聞きしたいのです。 

○北川主査 どなたか。 

 では、局長。 

○伊藤局長 防衛省における調達でございますけれども、大原則は、先生御指摘のように、

一般競争入札を含め、できるだけ経済性を重視して効率化していくということであると考

えております。一方で、自衛隊の駐屯地あるいは基地等は大都市ばかりにあるわけではな

くて、地方に存在をしていて、地域社会と非常に良好な関係を保つことがその基地が機能

する上で重要であるということで、さまざまな施策を行っております。先回の委員会でも

御説明したと思いますが、一方で、民間競争入札を航空自衛隊がした際に地元のほうから

陳情をいただいておりまして、地元調達をぜひ図ってほしいという要請を現実問題として

いただいております。したがいまして、防衛大臣以下、そういう点にも留意するようにと

いう指導をいただいておりますので、調達の面においてもそういう点の留意をしていかな

くてはいけないかなと考えているところであります。 

○北川主査 どうぞ。 

○石堂委員 今、地元への配慮とあったのですが、ほかの基地への理解を得るための予算

というのは、どちらかというと住民対策という感じの捉え方だと思うのです。これは発注
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をという話なので、地元の企業という話になりますね。そうすると、企業も地域の住民の

一つではあるのでしょうけれども、住民、そして企業、両方くくったとすれば、それはも

う自治体がそういう意見をいわば集約して対応するという話になるのかなと思うのですけ

れども、その辺は自衛隊さんとして、各基地として、自治体との間で発注の進め方とかに

ついて何か意見交換はされているのですか。 

○伊藤局長 先ほどお話ししました地元調達の要望というのは、自治体のほうも含めまし

て来ておりますので、いろいろお話をさせていただいております。 

○北川主査 数値目標とかを今、御指摘いただいたのですけれども、そういうものはどう

ですかね。 

○山根課長 今、現時点で、このような数値目標が目指せるといったようなところはまだ

数字を持っておりませんので、今後検討いたしまして、ぜひそういった目標を掲げてやっ

ていく方向で実施をしていきたいと思います。 

○北川主査 よろしいですか。 

○石堂委員 はい。 

○北川主査 お願いします。 

○引頭副主査 説明ありがとうございました。 

 それぞれの隊に１つずつ質問があります。まず陸上自衛隊のほうは、７ページにありま

す消耗品リストの整備についてです。前回もこのお話をいただいていたと思うのですが、

要は少額随意契約が全体の７割あって多いので、こういうものをつくっていってやるとい

うことだと思うのですけれども、この消耗品リストの対象はどれくらいのカバー率になっ

ているのかを確認させていただきたいのが１点目です。 

 海上自衛隊のほうですが、聞き間違いだったら申し訳ないですが、11ページの総括のと

ころに100％落札及び１者応札の割合は少ないと書いてあり、御説明ではその割合が１割ぐ

らいと御説明いただいたように思っております。ただ１割は小さくはないような気がする

のですが、何かそれに対しての策がもしあればお願いしますというのが２点目です。 

 最後は航空自衛隊についてですが、15ページの経済性の確保の中で、まとめて調達した

ほうが高くなってしまったということが書いてあったわけですが、もし差し支えなければ、

これからの御調査もあるかもしれませんけれども、何でそういうことが起こってしまった

のかをお伺いしたいということです。 

 最後に、防衛省全体としてということになりますが、それぞれの隊の経験値を踏まえて、

例えば陸上自衛隊さんがされようとしているリストであるとか、そういうものを省全体で

展開するといったような、省全体としての取り組みもしくはお考え、対策がもしあればお

願いします。 

 以上でございます。 

○北川主査 どなたからか。 

 では、順番にお願いします。 
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○山根課長 陸上自衛隊のほうからお答え申し上げます。 

 私の手元にリストの一例といいますか、今、検討中のものがございまして、そこの中で

は総計で143品目となっております。総計で何品目あるかというのをまだ押さえておりませ

ん。ただし、以前、航空自衛隊さんが実施されておりました品目数はたしか300から400程

度だったと思いますので、４割、５割あたりは押さえられるのではないかと、これは見積

もりでございますけれども、その程度のものは今、検討中であります。これは全国をもう

少し調べまして、もっといいものを持っているところもあるかもしれませんので、そうい

ったところを吸収させていただいて、十分検討を深めていきたいと思います。 

○引頭副主査 ありがとうございます。 

○北川主査 お願いします。 

○門口課長 では、海上自衛隊のほうからお答えをいたします。 

 落札率100％が約１割というのは多いのではないかという御指摘でございますが、現状、

我々が調査をいたしまして、この１割の中身を調べましたところ、その多くがコピーキッ

ト、つまりコピーのトナーでありますとか、毎年定期的に定額で買っているようなものが

そのほとんどであります。したがいまして、過去の落札実績に基づいて我々も予定価格を

算定し、業者の方も応札してこられるといったものがその原因というように現状では判断

をしております。 

 なお、こういったものにつきましても、過去３年間の件数を見ますと、例えば22年度か

ら24年度では25％から19％まで順次低下をしておりまして、徐々に一般競争による経済性

は確保される方向に来ていると判断してございます。なお、こういったコピーキット等の

調達が競争性を阻害しているといったような懸念に対しましては、現在、防衛省としまし

て、こういった消耗品を含んだリース契約、コピー機本体のリース契約を順次進めてまい

りまして、こういったものを対策しようということで実施しておるところです。 

 以上でございます。 

○引頭副主査 ありがとうございました。 

○北川主査 では、よろしくお願いします。 

○田實室長 航空自衛隊です。 

 品目によっては一部高いものといいますのは、まず受注いただいた企業によって得意分

野、不得意分野がございます。文房具類が得意なところ、また乾電池とかが得意なところ

などがございまして、やはり不得意分野のものは値段が高い傾向がございます。また、も

う一つ、私どもが要求しています規格によっても、品目としては陸・海自の調達物と一緒

なのですが、規格が異なっていたなどというものもありましたので、それは安いものに合

わせていくという見直しが必要だろうと考えております。そういう内容です。 

○引頭副主査 わかりました。ありがとうございました。 

○北川主査 防衛省全体のはよろしいですか。 

○引頭副主査 それもお願いします。 
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○内藤室長 陸のリストとかを活用できないかということだと思います。 

 まず、この間もちょっと御説明しましたけれども、霞が関では事務用品の共同調達をや

っていると思いますが、その流れで市ヶ谷地区については、航空自衛隊は一括でやってい

るので、航空自衛隊を除き、市ヶ谷地区に所在する陸上自衛隊であるとか、内局であると

か、いろいろな機関がまとめて事務用品の調達をしています。あと、地方防衛局とかいろ

いろな局がありますけれども、そこはそちらで、合同庁舎の中に入っているとその中で共

同調達をしてくださいということがあります。 

 空は一括調達していますということと、陸はこれからリストをつくります、海は既にリ

ストがあってそれを活用していますという流れなので、どういうやり方がいいのかは今ま

だ考えていないのですけれども、それぞれいろいろなことをやっているので、同じ事務用

品なので、よりいいやり方が多分あると思いますので、これから検討を進めるに当って、

いいところは取り入れていって、省としてこういったものができるのではないかというこ

とはやりたいと思います。今の段階でこうしますとかというのはちょっとあれなのですけ

れども、活動を通じて参考にできることはしたいと考えています。 

○引頭副主査 追加でいいですか。 

○北川主査 どうぞ。 

○引頭副主査 先ほど石堂委員も少しおっしゃったと思いますが、例えばそういったお取

り組みをされているときに、それぞれの隊ということではなく、防衛省全体として最終的

に、今すぐではなくて将来でもいいのですが、ある程度の数値目標等々を立てて、何か省

全体として取り組んでいくということについてはいかがお考えでしょうか。 

○伊藤局長 今、御説明申し上げましたけれども、全体の実態がまだよく掌握できていな

いところがございまして、特に少額随契の場合です。そうしたところの実態をまず掌握し

たいというところが一つでございます。 

 それから、今この御説明の状況をお示ししてもおわかりいただけたと思うのですけれど

も、それぞれ陸海空の特性がありまして、省全体としてのマネジメントはいかがかという

議論が、これは事務用品に限らず、あらゆる防衛装備品の調達についてございます。こち

らのほうは、今、省改革という検討をしておりまして、総合化を進められないかという議

論を省内でしておる最中でございます。そのようなところで組織が一括化されますと、そ

こで全体を政策立案といいますか、方向性を示せるようになる可能性がございます。 

 今の状況ですと、それぞれのところの実態がわかっておりませんので、例えば経理装備

局で需品室が政策を立案しても、その悪影響が地元の調達で出てくる場合がございまして、

陳情をいただくことにもなりかねませんので、そうしたこともきちんと避けられるような

形で、今、全体の調達のあり方を防衛省としては省改革の一環で検討しているところでご

ざいます。 

○石堂委員 ぜひそういう方向でやっていただきたいと思うのですけれども、実態がまだ

わからないというお話から始まるわけですが、実態調査をやって、その実態を踏まえて、
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では、省全体としてどうやるかというのがだんだん策定されていくと思うのです。どのく

らい時間をかけてやろうとされるかというのが大事だと思うのです。実態調査だったら実

態調査にどのくらいの時間をかけてやるのか、そして、その後、省全体の施策をまとめる

のにどのくらいの時間をかけようとされるのかというスケジュール感がないと、何度お呼

びして聞いても、いや、まだ実態がなかなかわからないということで終わりそうな気もす

るのです。 

 いずれにしても、そう遠くない将来に省全体の目標といいますか、数値目標になるのか

どうかはちょっとおくにしても、どういう方向で行こうとか、陸海空で大きく違ってしま

っているところについてはどちらの方向で行くのか、あるいは理由があってそれぞれ別で

いいのだということで行くのかを含めて、やはり省全体としての方針がほしいなと思うの

です。陸海空それぞれがやっていることの「足し算」が省の方針ですという状態は、そう

長く続かないようにすべきではないかなと思います。そのためには、最初に言いましたよ

うに、実態調査なら実態調査にどのくらいの時間をかけてやるのかというスケジュール感

がやはり必要ではないかなと思いますが、その辺はどうでしょうかね。 

○伊藤局長 御指摘はごもっともだと思います。陸上自衛隊と海上自衛隊における今後の

改善策の実施スケジュール案につきましても、27年度の、28年の２月になると思いますけ

れども、そのぐらいを目標として成果分析することになっておりますので、そうした事態

を踏まえた成果分析をしていくということがあると認識しております。 

 それから、先ほど申し上げました省改革の組織の問題につきましても、でき得れば来年

度の概算要求に間に合うように、今、鋭意検討を進めておりますので、27年度にもしその

ような概算要求が要求として認められ、それで予算化をし、法律が通った暁には新しい組

織体ができるという形になりますので、同じぐらいの時期には、組織的にもそれを踏まえ

て新しい政策が立案できるような仕組みが整うのではないかと考えておるところでござい

ます。 

○石堂委員 よろしくお願いします。 

○北川主査 どうぞ。 

○井熊副主査 大分いろいろ御説明いただきまして、どうもありがとうございます。 

 ２つあるのですけれども、１つは先ほどの随契理由の話で、いろいろ陳情があってと。

陳情があるというのは、ほとんど例外なくどこの県庁でも市役所でも地元企業からの陳情

というのはあるわけです。北川先生なんかはよく御存じだと思いますが、陳情だから随契

というロジックは多分どこの役所でもないと思います。地元企業にすごく不利な入札方式

はやめてくれと。例えば一括調達のブロックが多過ぎて地元企業の規模では受注できない、

それを改善してくれということはあるかもしれませんけれども、基本的には調達というの

は競争調達だというのは会計法で決まっていることなので、陳情だから随契というロジッ

クではなくて、やはり随契は随契の理由とか方針を、もう少し透明性を上げていただかな

いといけないのかなという点が一つあります。 
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 もう一つは、陸海空でいろいろやり方とかこれまでの慣行なんかが違うということで、

調達方式が完璧に同じではないというのはあり得るのかもしれないですけれども、であれ

ば、省としてどこのやり方が一番効率的なのかということはきちんと分析すべきだと思い

ます。民間企業であれば、結果を出せない特殊性は許されないという考え方が普通だと思

うので、もし自分たちの組織はこれでやるのだというのであれば、それがほかの組織より

も非効率ではないという結果を出さないといけない。違った方式でもし続けていくのであ

れば、ちゃんと比較をしないといけないのではないかなと思います。 

○北川主査 どうですか。 

○伊藤局長 御説明がちょっと足りなかったかもしれませんけれども、地元調達の要請が

あるから随契をしますというわけではございません。それは先ほど申し上げましたように、

一般競争入札が原則でございます。しかしながら、例えば航空自衛隊、今年度はいい結果

が出ているようでございますが、前回御説明しましたように、全国一律の一般競争入札を

することによって競争性が排除されたり、かえって非効率になってしまうような状況が現

出することが経済性を損なうことになりますので、契約のやり方につきまして、どの程度

の単位で一括化するかとか、ブロック化するかとか、あるいはさまざまな状況を詳しく見

てきちんと効率的なあり方を追求すべきである。さらには地元経済にも裨益するようなあ

り方がとれれば、それは大綱や中期防の趣旨に沿うことであろうと考えております。 

○井熊副主査 ということは、前回と今回で航空自衛隊さんがウエブシステムを使って新

しい組織をやって、海上自衛隊さん、陸上自衛隊さんで必ずしもそれはベストではないの

ではないかという御議論をいただいているわけですけれども、それは最も効率的な調達方

式を追求していく防衛省さんとしてのプロセスであって、一番効率的なのはこれだといっ

たらそれは統一していくという考え方でよろしいのですか。 

○伊藤局長 前回も御説明しましたように、陸海空の調達の状況というのは違っている面

がありますので、必ずしも航空自衛隊のやり方がそのまま陸上自衛隊、海上自衛隊に通用

できるのかという観点からこれまでずっと検討を進めているところでございます。航空自

衛隊につきましては、前回の時点では新しい状況は資料がありませんでしたので、１者応

札になってしまって、一部調達の中に高いものが見られると、かえって経済性を損なって

いるところがございまして、あの時点でも、まだ始めたばかりですので、今後ちょっと様

子を見させていただきたいと申し上げました。 

 今年度の26年度につきましては２者応札になりまして、２者が応札されて、新しい会社

のほうにお願いする形になりましたので、この辺の調達状況を少し見ていく必要があると

思っておりまして、必ずしも航空自衛隊のやり方が一番効率的なやり方だという結論を防

衛省として出しているわけではございません。 

○井熊副主査 ちょっと質問の趣旨が違うのですけれども、航空自衛隊さんがやっている

やり方に限らず、どこかの隊がやっていることが一番効率的だなと思ったら、それを統一

してほかのところでも使いなさいという指導をされていくということなのですか。 
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○伊藤局長 先ほどから御説明していますように、陸海空で調達の特性が違いますので、

特に少額のものになればなるほどその特性というのは出てくるところがございますので、

それを統一してやったほうが効率的であるということであれば統一してやることになると

思いますし、そうでない方向のほうがより効率的であるということであれば、そうしたや

り方をとっていくことになると思います。 

○内藤室長 ちょっと補足させていただきますけれども、今、地元調達の推進をするに当

たって、現状はまだよくわかっていないところがあるので実態調査をするのですけれども、

その中でいい例、要するにこうやったらうまくいきましたよとかがあれば、そういったも

のを吸い上げて、それをほかのところに紹介するということを考えています。 

 実際、担当者から統一的に何か基準とかを示してくださいと言われたのですけれども、

基準というのはなかなか示せないと思ったので、まずは実態を把握して、いい例とか、逆

に悪い例があればそれを吸い上げて、このようにやればいいのではないですかとか、逆に

このようにやったらよくないですよというものを事例集とかにできればいいのではないか

なと。そうすることによって、各契約担当官がいろいろ判断しやすくなる。それでいつか、

何年かたつと、そういう積み重ねで統一的なものができるかもしれないし、できないかも

しれないし、わからないのですけれども、とりあえず現状は各契約担当官に独自に任せら

れているので、一応そういった事例とかはちゃんと示してあげるのがいいのではないかと

いうことで検討を進めているところでございます。 

○北川主査 どうぞ。 

○井熊副主査 防衛省さんとしてのお考えもいろいろあろうかと思うのですけれども、今

はどれがベストかわからないし、統一するべきなのかどうかもわからない。いろいろな事

情があると思うのですけれども、そうであれば、石堂先生が言われたように、ある程度期

限を切って、ロードマップでここの時期ぐらいまでにこういうことを出すとか、そういう

目標がないと、お話を伺って、検討だけがずっと続いていくような形になるようなイメー

ジをどうしてもしてしまうのです。 

○内藤室長 当然、地元調達の推進というのは中期防の中にも書いてありますので、計画

的にやりなさいということになっているので、今、一応そういう計画を立てているところ

です。きょうはお示しできませんけれども、それについてはお示しできると思います。 

 あと、ちょっと説明が足りないというか、基本的に防衛省の調達というのは、御存じの

方もいると思いますけれども、全部、陸海空が各それぞれで買っているものではございま

せんで、例えば主要な装備品については中央調達、装備施設本部というところで買ってい

ます。例えば陸海空の共通の燃料、あと、戦車とか航空機とか船とか大きなものは、一括

して装備施設本部で効率的に買うという形になっています。制服も統一という形で装備施

設本部で買っていますので、まとめて統一的に買ったほうが効率的だというものはずっと

昔から装備施設本部で買って、それぞれの部署で買ったほうがいいものはそれぞれの機関

で買ってくださいと。陸海空にしても、補給処でまとめて買ったほうがいいものは補給処
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でまとめて買っている、駐屯地とか基地で買ったほうがいいものはそこで買っていると、

基本的にはそういう考えがございまして、それぞれのこの品目はここで買いますという整

理は今、実際にされています。それがちょっと時代おくれになっている部分もあるかもし

れないので、そういった見直しも必要かもしれませんけれども、そういうものはないわけ

ではなくて、そういうルールに基づいてやっているのは御理解くださいということです。 

○北川主査 あとはどうですか。いいですか。 

 局長さんにお尋ねしたいのですけれども、省改革をやろうという議論を、省内で全体の

改革をしようということで、それはそれで大いに結構なことなのですが、それを待って改

革なのですかと。陸海空がそれぞれ違う、それぞれいろいろな事情はあると思いますけれ

ども、その実態がわからないからできないとかいうことでなしに、例えばこういう調達の

部分に関しては、それぞれが防衛省全体でまとめて、こういう改革をしますということは、

省全体の改革を待つ以前にやってくださいませんかという意味合いがあるのです。 

 今の御説明だと、聞き間違いかわかりませんが、省改革を待ってやるというのはいかが

なものかなと、ちょっと今そんな感じがしたのです。各省が、それぞれ３つが分かれて、

それぞれの事情はあると思うのです。だけれども、ここは陸自でやったものが一番よかっ

たから海自でも応用できるねとか、あるいはこれは海自では応用できないねとか、海自が

できたところは空自でもやろうとか、やれないよとか、そういうところの将来議論はない

わけですか。 

○伊藤局長 省改革を待ってというように申し上げたわけではございませんで、陸海の検

討のスケジュールを、まず実態を調査いたしまして、成果を出してくるという時期が省改

革にもぶち当たります。その省改革の新しい組織が出てくるころに、その成果はきちんと

出てくるようになりますと、そのように御理解いただきたい。 

○北川主査 なるほどね。そういうことでございますか。 

 では、これぐらいで議論はよろしゅうございますか。 

 それでは、時間的にも参っておりますので、公共サービス改革法の事業選定に関します

ヒアリングについての審議はこれまでとさせていただきまして、今の御説明を聞いて議論

を整理いたします。 

 「防衛省・自衛隊の事務用品調達業務」について、陸上自衛隊及び海上自衛隊の調達の

現状を明らかにした上で、どのような取り組みを今後実施していくかという観点で、今回

ヒアリングを実施させていただきました。 

 ヒアリングを通じて、陸上自衛隊及び海上自衛隊の事務用品調達において一般競争入札

と比較して随意契約の割合が大きいという事実が判明し、それに基づき両自衛隊の対応が

整備されたところであると思います。海上自衛隊につきましては、消耗品の一括調達リス

トの品目を見直すとともに、それ以外の調達について、原則として一般競争入札の実施を

推進するとの説明がありました。一方、陸上自衛隊については、消耗品リストを新たに作

成し、年度一括の単価契約を実施することにより随意契約の件数の減少を図ることが示さ
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れたものの、品目リストから除外されたものについての対応が資料中に明記されておらず、

この点について、本日の議論を踏まえまして、引き続き検討を進めていく必要があるよう

に感じております。 

 つきましては、本日の議論を踏まえまして、防衛省・自衛隊の改善の方向性について、

５月16日を目途に資料に反映していただいて事務局に報告をお願いいたします。再ヒアリ

ングを含めた今後の対応については、分科会と事務局との相談の上で後ほど連絡をさせて

いただきたいと思います。 

 本日の議論の内容につきましては、私と事務局とで調整の上、監理委員会への報告資料

として整理したいと思います。整理したものにつきましては、事務局から監理委員会の本

委員会に報告を願います。 

 また、委員の先生方におかれましては、本日質問できなかった事項や確認したい事項が

ございましたら、事務局にお寄せください。事務局において整理していただいた上で、各

委員にその結果を送付していただきます。 

 あと事務局から何かございますか。 

○事務局 具体的に資料に反映していただきたいところを明確にしておきたいと思うので

すけれども、委員の先生から、実態調査でございますとか数値目標をしっかり立てていく

必要があるのではないかという話がありました。それについてすぐにお答えいただくのは

なかなか厳しいかと思いますけれども、今後どのような検討をしていくのかというスケジ

ュール感、ロードマップについて、資料の中の今後の対応のところが、改善策というとこ

ろでスケジュール感が示されております。その中に反映していただくことが大事なのかな

と思いますので、そちらについても対応をよろしくお願いいたします。 

○北川主査 よろしいですか。 

 それでは、防衛省の皆様におかれましては、御出席ありがとうございました。よろしく

お願いいたします。 

（防衛省関係者退室） 

（特許庁関係者入室） 

○北川主査 それでは続きまして、経済産業省・特許庁の「国際出願に関する書面等のデ

ータエントリー業務」及び「書面による手続のデータエントリー業務」の２件を一括して

審議を行います。 

 本日は、特許庁業務審査部の國友部長に御出席をいただいておりますので、前回のヒア

リングを踏まえた別表フォローアップに関する対応について、御説明をお願いしたいと思

います。説明は10分程度でお願いできたらと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○國友部長 それでは、資料２－１に基づきまして御説明したいと思います。２－１は前

回御説明させていただいた資料を修正してまいりましたものですけれども、最初のところ

で、初めての委員の先生もいらっしゃると思いますので、１ページ目から簡単に振り返っ

ていきたいと思います。 
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 まず、１ページ目をおめくりいただければと思います。 

 今回の業務それぞれは、特許出願を電子化するという特許庁ペーパーレス計画の推進に

基づくものでございます。平成２年12月から、特許・実用新案手続の電子出願システムを

導入いたしました。要するにこの背景は、出願書類が非常に莫大になってまいりまして、

もう紙で物流を通じて人の手をやりとりしていたら作業が進まないということで、ペーパ

ーレス化でオンラインで出願させて、庁内のシステムをオンライン化するというシステム

導入を図ったのがペーパーレス計画でございます。 

 ただ、オンライン化するためには紙で出願されたものを電子化する必要がございますの

で、そのために、ここの２つ目のラインで書いています特例法、要するに「工業所有権に

関する手続等の特例に関する法律」という法律をつくりまして、適切に出願書類を電子化

する、この電子化する先は民間団体だと。ただ、この団体にお願いする電子化作業が非常

に公正・確実・迅速な処理に加え、秘密保持をしなくてはいけないという観点から、刑罰

規定なども担保した形での法律をつくらせていただいたわけでございます。要するに、出

願書類を我々国がこの指定機関にやらせまして電子化させるということでございますので、

その電子化された内容は書面の内容と同一でなければいけないということで、電子化精度

の正確性を相当程度担保するためにこの特例法をつくっているものでございます。 

 ２ページに、その経緯でございますが、平成２年６月に特例法が施行されておりまして、

平成２年10月に、その当時は指定機関という形でございました。これで工業所有権電子情

報化センター（PAPC）が指定されたわけでございます。その後、逐次、特許・実用新案か

ら始まり、平成12年には意匠、商標、国際出願、さらには平成16年には国際出願の国際段

階までの電子受付を開始いたしております。16年には特例法に基づく指定制度を廃止しま

して、登録制度導入ということで、公益法人要件を撤廃して、複数事業者に登録事業者を

拡大させようという取り組みを行ってきたわけですが、残念ながら、現時点においても登

録情報処理機関はPAPCのみという形になっているということでございます。 

 ３ページ目に、なぜ登録情報処理機関をつくって、どういう要件を課しているかという

ことでございます。 

 登録情報処理機関の電子化業務というのは、先ほど申しましたとおり、業務の性格から

公正・確実・迅速な処理が求められることは当然のことでございますが、出願書類と一字

一句同じでなければいけないということから、極めて高い精度を確保しなければいけませ

ん。かつ、特許書類などは未公開情報を扱いますので、漏えいや盗用など、出願人等の利

益を害するばかりではなく、制度の信頼を損なうことになりかねないことから、秘密保持

についても万全の担保をしているという観点から、特例法において登録情報処理機関の要

件と義務を法的に措置してございます。 

 それが下の５つの赤印でございますが、システムに関する基準として、コンピューター

機器一式やプログラムを備えている。さらには２番目で、登録事業者が他の株式会社等の

子会社ではなく、役員の過半数が同一の出身母体ではない。あとは秘密保持義務、さらに
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業務の実施義務ということで、遅滞なく業務を行わなければならない。あとは高い電子化

精度ということで、出願するのと同一のものでなければならないということを課している

わけでございます。 

 このような電子化の対象になっている書面手続の現状でございますが、４ページ目にあ

りますとおり、国内で20万件弱、国際手続でも70万件弱がいまだに電子化作業の対象にな

っておるところでございます。 

 ５ページ目に、「電子化業務の評価」ということで、登録情報処理機関には精度を高め

るための努力とコスト削減の努力を逐次やらせてきているということをここで書かせてい

ただいております。 

 ６ページ目で、「登録情報処理機関の拡大に向けた取組」ということで、各種普及広報

活動でありますとか説明会を実施してきておるわけでございますけれども、現在まで、ま

だ登録情報処理機関の複数化には至っておらない。 

 さらに、６ページの一番最後の行でございますけれども、やはり単年度契約がなかなか

難しいとか、プログラム開発のリスクがあるとか、処理件数が多いというような御意見な

ども伺っているのが現状でございます。 

 それでは、７ページからが新しい資料でございまして、これは詳しく御説明をさせてい

ただきたいと思います。 

 これまで本委員会の皆様方からも御指摘を幾つかいただいている点について、現状の検

討状況と今後の方向性を御説明したいと思います。 

 まず１つが、「（ご指摘１）現状と異なる事業スキームの導入」ということで、例えば

プロトタイプのソフトウエアのシステムなどを国が提供して事業者に渡してやったらいい

ではないかというものがまず１点目でございます。 

 さらには、「（ご指摘２）登録要件の見直し」として、事業決定後、要するに入札をし

た後、契約までの間に登録情報処理機関としてはどうかという御指摘でございます。 

 私どもの意見としては、まず（ご指摘１）のプロトタイプ、要するにソフトウエアを国

が開発して提供してはどうかということにつきましては、情報処理業務の受注を希望する

事業者は、書面を電子化するための何らかのシステムを保有しているのが現状であると

我々もアンケートなどでは認識してございまして、当該プロトタイプシステムを使わない

場合におきましては、仮に国が開発したら、その開発コスト自体が非常に無駄になる可能

性もございまして、開発予算獲得には相当、財政当局からの厳しい指摘なども予想される

ものですから、適正な予算執行という観点からは、これは適切ではないのではないかと考

えてございます。 

 ただ一方、「（ご指摘２）登録要件の見直し」につきましては、電子化業務は先ほど冒

頭で御説明しましたとおり、秘密保持とか正確性の保持とか公正性の担保という観点から、

特例法に基づく要件や義務の維持というのは私ども特許庁といたしましては必須と考えて

おります。しかしながら、特例法に基づく要件、義務は維持しつつも、新規事業者の参入



20 

 

を促すための入札審査プロセスについて見直しを考えていきたいと考えております。これ

について詳しく次のページ等で御説明したいと思います。 

 さらに、アンケートなどにありますとおり、電子化業務が非常に多い、業務量的に多い

ので、分割発注についても細かく発注内容を分けて発注することによって新規事業者が参

入するということも考えられますので、それについても検討したいと思っておりまして、

その方向性については次のページ以降で御説明したいと思います。 

 まず８ページでございますが、導入に向けた考え方ということで、繰り返して申し訳ご

ざいませんが、審査の迅速化や効率化、出願手続の全体的な円滑な処理、さらには電子化

情報の積極的な活用の観点から、電子出願の環境を整えられない出願人はやはり個人とか

中小企業でいるわけでございまして、こういう書面手続を今後とも電子化していくことが

行政ニーズとしてあると認識してございます。この電子化業務は、先ほどから申しました

とおり、秘密保持、正確性の確保、公正性の観点が必要でございますので、特許庁として

は、この特例法に基づく要件、義務を維持した登録情報処理機関であることは不可欠であ

ると考えてございます。 

 ただし、「なお」以下でございますけれども、これは前回御説明しましたとおり、専用

回線の導通確認の時期を若干遅くすることで事業者のコスト削減に役立てたいとか、あと

は複数年契約の導入によって初期投資の回収リスクの低減を図るということは前回御説明

しているとおりなのですが、さらに、この赤ポツ以降でございますが、入札審査プロセス

の見直しを行いまして、新規事業者の参入を促したいと思っておりますし、あとは電子化

業務の分割発注の導入を検討しておりまして、それで新規事業者の参入を促したいと考え

ております。 

 では、具体的にどうするかということでございますが、９ページ、10ページでございま

す。 

 ９ページの上の登録要件の緩和及び複数年契約の実施につきましては、前回御説明して

いるとおりでございます。（３）の入札審査プロセスと分割発注という点がポイントでご

ざいますので、これを10ページの最後のスキーム図で御説明したいと思います。 

 まず、現行の制度は、これまで私どもは情報処理機関の申請手続、要するに申請を受け

て登録して、その登録している事業者だけが入札に参加できるというようなスキームを考

えてございました。これを対応後として下のほうに変えたいと思っております。まずは登

録要件に関する緩和は、前回から御説明しているとおりで、例えば専用回線の導通確認等

を事業者決定後に求めますので、必要以上に専用回線を維持するコストは要らなくなると

考えてございます。 

 問題は、登録時期の問題でございますけれども、従来は入札審査の前に登録をしていた

わけですが、それを、調達Ｂ・Ｃの間に点線がございます。ここで「情報処理機関申請手

続」と書いてございまして、入札審査の段階では登録要件を問わないという形で入札させ

ていただいて、ですから、ここで複数事業者の入札を促進させることにできないかと考え
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てございます。ただ、登録事業者であるというチェックは我々は必要だと思っております

ので、４月１日のところに「契約」と書いてございますが、契約はするのですが、実際の

事業開始は翌年度以降ということで、第１年度は準備期間と書かせていただいております。

この準備期間の中で、例えば我々もテストサンプルを渡して、実際に事業ができるかどう

かというのを確認させていただいて、確認できれば登録をするということで、２年目以降

は登録されたものについて実際に事業をやってもらおうという形にできないかなというよ

うなアイデアでございます。 

 さらに、調達Ａ・Ｂ・Ｃとありますのは、最初の１年目のところは調達Ａで従来どおり

の単年度契約なのですが、要するに複数年契約する場合には分割発注をしたいと思ってお

りますので、このＢ・Ｃのつくり方は、ちょっとこれは考えなければいけないのですけれ

ども、例えば今、冒頭にもありましたとおり、この事業は国際出願と国内出願の２つござ

います。今それぞれ２つの発注をしているわけでございますが、それぞれ国際出願につい

てもその中で幾つか分けられないか、さらには国内についても幾つか分けられないかとい

うのを検討したいと思います。それで分割出願を可能にして、複数入札事業者を確保する

ような手当てにしていく。それで契約審査を行って契約するのですが、通常このような事

業者の契約審査は総合審査方式と申しまして、大体、価格点と技術点を一緒に考えなけれ

ばいけません。そうしますと、例えば技術点で求める内容というのが、我々が登録事業者

として求める要件と結構似ているような部分もございまして、そこら辺の入札審査におけ

る技術審査の内容と登録審査の内容をどうデマケて、お互い何とか入札しやすくするかと

いうようなところの極めてテクニカルな検討が必要だと思っております。 

 これは、私どもも初めてやらせていただくということもございまして、本日、それをど

ちらにするかという結論が申し上げられないところは申し訳ないのですけれども、ちょっ

とお時間をいただきながら、そこら辺の入札審査のあり方と、その後の登録手続をどう整

合化して複数事業者に応札いただけるようにするかということを私どもも前向きに考えさ

せていただきたいと思っておりますので、そういうことで進めさせていただきたいなと。

そういうことで委員の御指摘から再三再四いただいていますような複数事業者による入札

によって、より多くの事業者が参加できる形になり、より安いところに我々も発注できる

ようになるという形が担保できるのではないかなと。 

 ただ、大前提といたしましては、特例法という法律がございますので、その特例法に基

づく登録事業ということは担保させていただきたいということで工夫をさせていただきた

いと思っておりますので、本日はそこら辺の検討状況をざっくばらんに御説明させていた

だいて、若干お時間をいただきながら、最終的な審査プロセスのあり方をどうするかとい

うことは、また改めて御回答申し上げさせていただきたいということでございます。 

 私からの説明は以上でございます。 

○北川主査 ありがとうございました。 

 それでは、ただいま御説明いただいたのですけれども、委員の皆さんから御意見とか御
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質問がございましたらお願いいたしたいと思います。 

 お願いいたします。 

○宮崎専門委員 １点質問なのですが、この想定されている10ページのスキームでいきま

すと、複数年の調達になると思うのですが、導入初年度の準備期間のコストというのは、

契約額をどう決めるかというところで、想定されているのは処理した件数に応じてお支払

いしますというような、実際に業務が開始されるとお金をお支払いする単価契約のような

イメージなのか、あるいは一部は固定の専用回線の実費に見合うものは固定プラス単価の

ようなものなのか。競争性を高めて複数の業者さんに入っていただいて、より迅速にでき

るようになるというのは非常にいいことだと思うのですが、他方で１年間準備期間をとる

ことのコストに関してどのような方策、例えば単価契約とか、どういう契約の形を想定さ

れているかを教えていただければ。 

○國友部長 現行の契約におきましても、基本的には単価契約でございます。これは、年

度当初に具体的な出願件数を特定できないからでございます。そのときの景気動向などに

よって出願が大きく落ちる場合もあるし、大きく上がる場合もありますので、総量では今

も契約してございません。ですから、単価で契約をしてございますので、複数事業者にな

った場合も、その単価が安いところと、かつ今回は分割という発注の概念をいただきます

ので、全体で仮に100万件をお願いしたいといった場合に１件当たり幾らという単価契約と、

そのうち何件できるのですかというところの兼ね合いで、100件丸ごと発注するのではなく

て、何件かに分割して発注する形で担保したいなと思っているところでございます。 

○宮崎専門委員 ありがとうございます。よく理解できました。 

○北川主査 では、井熊さん。 

○井熊副主査 御説明ありがとうございました。 

 基本的に前回と比べて画期的な改善かなと思っております。あとは、法律を逸脱しない

形でいかに実効性のあるプロセスをとっていくのかというようなことだと思いますが、そ

の辺のかつての登録に該当するようなものをこの１年間でどう担保していくのかというこ

とは今後の技術的な問題だと思いますけれども、この１年間、実際には処理を行えないわ

けですから、その前の業者がそこでやっているわけで、その人はシステムを持っていると

いうことになってくると、どうしてもチャレンジャーは不利になる部分がありますから、

なるべくこの複数年度はできるだけ長くとってあげたほうがよろしいのかなと思います。 

 あと１点確認なのですけれども、３ページにあった、前に御説明いただいたのかもしれ

ませんが、他の株式会社の子会社ではないということに関して、持株会社はどういう扱い

でございますか。 

○松下課長 持株会社につきましては、やはり子会社という形にはなってしまう可能性が

高いと思っております。要は支配されていないということは確認したいと思っております

ので、それは公平性の観点から、事業をやってもらう中で持株会社もしくはその親会社が

関与することは可能性としてあり得る場合もありますし、国民目線というか、そういった
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ところから見ても不正ということを思われてはいけないと思っておりますので、そこは持

株会社のところも子会社化になっていないようなことで考えております。 

○井熊副主査 今、相当多くの企業で持株会社というのが行われていて、本当にただの純

粋な持株会社と事業会社が持株になっている場合と根本的にやり方は違うのかなと思いま

すけれども、子会社であるかどうかというよりは、実態としてそこで情報のファイアウォ

ールがきちんとひかれているのかどうかというところが重要だと思うので、そこのところ

は、最近の企業経営の実態に反映した解釈をしていただいたほうがいいかなと。 

 実際に今、持株会社としてやられているのは、昔の事業部制を単なる会社形式にしてい

るだけという部分があります。例えば金融機関で銀行と証券が入っているような場合があ

りますね。あれでもし情報がツーツーだったら、これはもう金融庁さんにとても許してい

ただけないような状況があるわけで、実態としてそこのファイアウォールが情報的にひか

れているという、運営的にそうなっている持株会社もあるわけですね。ですから、そこは

実態に即して、システムの持株会社というのは結構大手ベンダーであるのではないかなと

思っていますので、あるいはこのような業務をやる場合は持株の下に入れているとかいう

ケースは結構あると思いますので、そこは実態ベースで解釈をしていただけるような検討

をしていただければなと思います。 

○松下課長 おっしゃられることは十分理解します。一方で、こういった特例法の規定も

あり、先ほど申したように、そういった情報が、特許の出願、未公開の情報が流れてしま

ったということで、そちらの状況で、場合によっては情報漏えいによって国を揺るがすよ

うなものになってしまうことも避けなければいけないということも両者を考えつつ、少し

そのあたりも含め、検討してまいりたいと思います。 

○北川主査 どうぞ。 

○尾花副主査 前回も株式会社のことを聞かせていただいたのですが、今の御説明だと、

外国会社も株式会社に相当するものは入りますという御説明をいただいていて、とはいえ

株式会社に相当しない、例えば組合のような形態をとるリミテッド・パートナーシップみ

たいなものも株を保有する例もございます。そういった場合に、情報漏えいの点という意

味で、この19条の２号のイで経産省さんが達成したいと思われているものが十分なのかど

うかという意味では、条文を見た限りでは非常に不安に思ってしまうのですが、何か御検

討いただいたほうがいいのではないかなと思います。というのは、組合で持つような例も

ございますので。 

○北川主査 どうぞ。 

○國友部長 先ほどの議論からもそうなのですけれども、当然のことながら、日本の東芝

の特許がサムスンに盗まれるとか、そういうことがあってはならない業務でございますか

ら、そういう御指摘を踏まえた形での、株を誰が持っているのかということも含めたり、

あとは持株会社のことも含めて、要するに未公開の他者の特許情報を扱う事業でございま

すので、そういうことが決してないような形で、審査基準という形になるのか、入札基準
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という形になるのかわかりませんけれども、きちんと見てまいりたいと思いますので、よ

ろしくお願いいたします。 

○北川主査 では、お願いします。 

○引頭副主査 御説明ありがとうございました。２点ございます。 

 前回参加しておりませんでしたので、そもそものところで確認させていただきたいので

すが、今回の議論は登録情報処理機関についてですが、資料Ｂ－３の４ページに、このほ

かに登録調査機関というのもあって、そちらは８者が既に登録されていると記載されてい

ます。情報処理機関に関しては、平成16年から指定から登録とし、事業者数を増やそうと

いうお考えだったにもかかわらず、平成26年５月現在までずっと１者しかないという状況

になっています。調査機関のほうはふえていったのに、情報処理機関についてはなぜ増え

ていないのかについてお伺いしたいというのが１点目です。 

 もうひとつは、今回、例えば事業者側の通信料の無駄な負担を減らすとか、登録時期を

ずらすとか、要件緩和といいますか、運用緩和について大変工夫されていると思います。

こうした工夫によって、登録情報処理機関数の増加にどの程度インパクトがあるとお考え

かということについてお伺いしたいと思います。 

○國友部長 まず調査機関のほうでございますけれども、特許の調査というのは、出願さ

れた特許に関しまして、同じ技術分野の中でどのような技術動向にあるか、研究動向にあ

るか、さらには同じような出願が他国で出ているかどうかという、非常に技術ごとに専門

家があるところでございまして、調査の発注などもそれぞれ技術分野ごとに発注している

のが現状でございます。 

 そういう中で、８者ありますけれども、それぞれの会社で得意な技術分野がございまし

て、それらの中で応札して調査を請け負っている。ですから、例えば調査のボリューム感

とかにつきましても、我々の数十万件、100万件近くの対応を持つことから比べますと、相

当小ぶりな発注になっているということもあると思いますし、あとは調査するという観点

から、検索システムとか文献検索システムは、データエントリーに比べれば検索する手法

はあるということで参入しやすかったのかなと考えております。 

○引頭副主査調査のほうも入札するときに登録をしていなければだめだということだった

のでしょうか。拝見していると、８者それぞれがおっしゃるとおり分野が結構違いますね。

重なっているところはなかったと理解しているので、そうしますと、やはり受注してから

登録したということなのでしょうか。 

○國友部長 いえ、違います。登録事業者として事業者を確保した後、入札をしていると

理解してございます。 

○引頭副主査 案件によってはそちらも結構１者応札が多かったのでしょうか。 

○國友部長 相当昔は１機関だけだったと聞いておりますが、非常に出願件数が多くなっ

てまいったのと、我々の審査期間を短くしなくてはいけないという要請から、多くの担い

手に調査をさせたほうが審査期間の短縮に役立つだろうという発想から、いろいろな事業
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者に幅広くやらせるようにしたということではないかと思います。 

 ２つ目のポイントにつきましては、先ほど御説明したようないろいろなアンケート調査

などにおきましても、複数年契約を求める事業者が結構多うございます。さらに、今回ま

た改めてアンケート調査をしたのですけれども、データエントリー関係の業界団体という

のがありまして、要するにデータエントリー協会のようなものなのですが、具体的にデー

タエントリーをするというビジネス自体は結構成り立っている。ですので、そういう中で

複数事業者をして、かつ、専用回線というのは要するにNTT回線を使った専用回線をするこ

とでありまして、使う前から確保してコストを払えと言われるのでは、それはやはりかな

りの無駄な金ということになりますので、そこら辺を解消することによって複数事業者が

出てくると理解をしてございます。 

○引頭副主査 ということは、まとめますと、登録情報処理機関の要件そのもの、特例法

の要件そのものについては問題視する事業者は余りなかったのだけれども、今の御説明の

ように、応札におけるいろいろな運用面において負担を感じるところが多いので、そこを

解決すれば、かなり候補者がふえるのではないかと、そのようにお考えだということでし

ょうか。 

○國友部長 考えております。 

○引頭副主査 ありがとうございました。 

○北川主査 お願いいたします。 

○小尾専門委員 スキームをいろいろ考えていただいて、改善いただいて非常にいいので

はないかなと思うのですが、２つぐらいです。 

 １つは登録要件の緩和ということで、専用回線の設置について前回御説明いただいたの

ですけれども、現在の見直しは多分、事業者決定後に専用回線の設置を求めるという形に

なっているのですが、今回御提示いただいたスキームだと、１年目は準備期間ということ

になっていて、これは決定後というよりは、恐らく順備期間の間というのがより適切な表

現かもしれないと思います。実際に業務を行うのは２年度以降となりますから、決定後と

いうよりは、１年度のテスト期間の前とか、そのような形でうまく文言を変えていただけ

るとうれしいかなと思います。 

 もう一点、分割発注の導入を検討しということになっているのですが、アンケートを見

させていただくと、受注可能な件数での発注というのが４事業者のうち１者となっていて、

もしかしたら思ったより分割発注を求めていないのかもしれないということも考えられま

すので、いわゆる受注側の適切な規模というのですかね。恐らく分割発注をどんどん進め

てしまっていくと、その事業者からすると、システムをどちらにしてもつくらなければい

けないわけですから、その分のコスト回収が今度は逆に難しくなっていく可能性もなきに

しもあらずだと思いますので、うまくヒアリング等を進めていただいて、適切な規模、１

件数当たりの規模をうまく設定いただくということをお考えいただければなと思いますの

で、これはコメントになりますが、よろしくお願いします。 
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○松下課長 ありがとうございます。 

 先ほどの専用回線のところでございますけれども、済みません、資料に不適切な部分が

あったと思います。８ページを見ていただくと、そこでちょっと直しをしておりまして、

４つ目の四角の下の丸ですけれども、導通確認等の事業については、事業決定後、事業開

始前までに求めるということで訂正をさせております。すみません。よろしくお願いしま

す。 

 分割発注した場合のコスト回収についてですけれども、おっしゃられるとおり、どうい

う分割発注量が適切かというのは、やはり非常に難しい検討というか、分析なり調査をし

てみないとわからないと思っておりまして、そういう意味でも少しお時間をいただいて、

適切な合理的な説明ができるような量を検討していきたいと思っております。よろしくお

願いします。 

○北川主査 あとはよろしいですか。 

 少しお時間をいただいてというのが大分お２人から出たのですが、少しは少しでしょう

けれども、どれぐらいですか。 

○松下課長 分割発注もありますように、我々はその当初、専用回線等々ということで事

業者がふえるのかなという見込みもあったわけですけれども、委員御指摘のような登録時

期の見直しとか分割発注ということもごもっともと思いまして、検討をしてまいりたいと

思っております。 

 そのところを考えていく中では、今後その仕様化のプロセスに入っていくわけです。監

理委員会で要項とかを検討していく中に入っていくわけですけれども、なるべく我々も皆

様方に御負担をかけないような形のつくりにしていきたいなと思っておりまして、そうい

う意味では、初めてやる登録をずらしていく、入札時には登録期間になっていないという

状況の中での先ほどの入札プロセスの検討とか、入札の分割のときの量については非常に

慎重に検討させていただきたいなと思っております。皆様方に余り御負担をかけても申し

わけないという思いもありますので、我々事務方としては、そういう意味では今年度いっ

ぱいはじっくり確認なり調査をして、結論というか方向を出していきたいなと思っている

ところでございます。 

○北川主査 当然慎重に、間違いがあったらこれは本当に大変でございますけれども、ご

努力いただけたらなという感じでございます。 

 では、まとめてよろしゅうございますか。 

 それでは、公共サービス改革法の事業選定に関するヒアリングについての審議はこれま

でとさせていただき、議論を整理させていただきます。 

 民間競争入札を実施する上で課題となっていた登録情報処理機関の拡大策について、前

回のヒアリングで分科会から示した提案について、特許庁において前向きに検討していた

だき、その方向性について今回御説明をいただきました。一方で、法制度の問題等、引き

続き慎重に検討すべき事項があるとの御説明があったところでございます。特許庁におい
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ては、今回お示しいただいた前向きな対応について、引き続き課題等に関する検討を行っ

ていただき、分科会としては、状況についてフォローアップを行っていきたいと思います。

フォローアップについては、一義的に事務局がその進捗等を管理し、分科会へ御報告を願

います。 

 本日の議論の内容につきましては、私と事務局とで調整の上、監理委員会への報告資料

として整理したいと思います。整理したものにつきましては、事務局から監理委員会の本

委員会に報告を願います。 

 また、委員の先生方におかれましては、本日質問できなかった事項や確認したい事項が

ございましたら事務局にお寄せください。事務局において整理をしていただいた上で、各

委員にその結果を送付していただきます。 

 そのほかに事務局から何か確認すべき事項はございますか。 

○事務局 特にございません。 

○北川主査 委員の皆さんは今のでよろしゅうございますか。 

 それでは、経済産業省・特許庁の皆様におかれましては、御出席をいただきありがとう

ございました。これで終わらせていただきます。 

 


